
緊急事態宣言の影響緩和に係る  
一時支援金の受給対象地域について 

当支援金の受給対象地域かどうかを判定する具体的な来訪者分析方法が国から明示され、 

分析の結果、緊急事態宣言発出地域からの当地域（上越）への来訪率が50％を超えることとなり、 

緊急事態宣言地域ではない当市の場合も受給対象となりますのでご報告いたします。 

会員事業所のみなさまへ 

【緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金とは】 

 2021年1月に発令された緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移動の自粛により、売上が

50％以上減少した中小法人・個人事業者等の皆様に、「緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金」（一時支援金）

を給付するものです。 

【V-RESASを用いた分析】 

※申請にあたり、“旅行客の５割以上が宣言地域内から来訪している市町村等で 

あると分かるRESAS等の統計データ”の保存（７年間）が必要になります。 

 そのため、自身でRESAS等を使いデータ作成し保存いただくか、 

当紙面をダウンロードいただき、保存くださいますようお願いいたします。 

宣言地域から上越エリアへの移動人口割合 
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